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国連の緊急展開能力強化と
常設軍構想の意義・限界
Building Rapid Reaction Capability
for the United Nations and A Standing UN Force
阪口規純*
Kiyoshi SAKAGUCHI
Abstract
One of the many obstacles facing the United Nations effort to maintain international
peace and security is the inability to respond quickly to prevent the outbreak of violent con-
flict. This article deals with a reliable rapid reaction capability for the United Nations.
It analyzes the substance and problems of major proposals designed to improve the UN
ability to deploy its peacekeepers quickly, especially ideas for a standing UN force. The
article also points out that a UN rapid reaction capability can be truly reliable only if it no
longer depends on member states for the supply of military force for peace operations. The
author concludes that establishing a standing UN force is politically feasible.
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はじめに
国際公共政策研究 第12巻第1号
約80万人のジェノサイドを招いた1994年のルワンダ内戦は、国連の緊急展開能力の欠如を露呈し
た1)。国連が人道危機時において即座にPKO等の国連要員を紛争現場に派遣できず、ジェノサイド
や大規模な人権侵害を食い止めることが出来なかった深刻な問題は、ルワンダの事例のみならず、
1992年のソマリア、 1995年の旧ユーゴのスレプレニッツアでも露呈した。
これらの人道危機への対処失敗の反省から1990年代中頃から、国連の緊急展開能力の強化の必要
性が国連加盟臥事務局、独立委員会等から強く叫ばれるようになってきた。
1999年以降、コソヴオをめぐるNATOによる空爆や、 9.11同時多発テロ後の米国のアフガニスタ
ン攻撃、米英両国のイラク攻撃など、明示の国連安保理決議を経ない単独行動主義の流れが強まる
なか、国連の緊急展開能力強化を求める声は90年代半ばと比較しややトーンダウンしているかのよ
うにみえるものの、ダルフール危機に対し国連が十分な対応をなしえていないことに象徴されるよ
うに、国連にとってこの緊急展開能力の問題は依然、未解決の重要課題であるといえる。
国連要員の緊急展開能力を強化する方策として、 1990年代を通じて平和維持活動(PKO)の領域
で「国連待機制度」 (UNSAS)が発足し、制度化が進んでいる。緊急展開能力強化に向けた現実的
な動きであり一層の拡充が期待されるが、本論で述べるように参加の任意性が前提となっており、
部隊確保の不確実性と適用範囲の点で限界がある。このような国連待機制度がもつ欠陥を補い補完
する提案として注目されるのが、志願兵で構成される国連が直接、指揮・統制する常設軍構想であ
る。
本稿は特に90年代半ばのアークハート提案以降、様々な形で提起される人道危機への対処を主El
的とする常設軍の構想に焦点をあて、長期的観点から国連の緊急展開能力の強化に向けた方策とし
て、その意義一と限界を探ることを目的とする。まず、国連待機制度の経緯、制度の内容、進捗状況
を概観し、その意義と問題点を考察する。その際、デンマークが中心となって推進しているSHIR-
BRIG (「国連緊急即応待機旅団」)にも注目する.次にルワンダ内戦以降提起された、オランダの
ブリゲ-ド構想を中心とする様々な常設軍構想を概観し、待機制度との比較において常設軍構想の
もつ特徴を明らかにする。このような常設軍構想には、これまで様々な批判があり政治的支持を得
られず、将来の実現可能性も極めて小さいものとみなされている。そこで、常設軍構想への批判論
を実効的観点と政治的観点から整理し検討を加えることで、あらためてその意義と問題点を考察す
る。最後に人道危機に対処する今後の国連のオプションを展望し、その文脈上に常設軍構想を位置
付け評価を試みる。
1 )ルワンダにおける国連活動の失敗に関する詳細な分析としてはUnited Nations, Report of the Independent Inquiry into the Actions
of the United Nations During the 1994 Genocide in Rwanda, 1999, S/1999/1257, Nicholas J. Wheeler, Saving Strangers, Humanitarian
lntervention in International Society, Oxford, 2000, pp.208-241.が有益である。
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「国連待機制度」 (stand-by Arrang占ment system : UNSAS)は、 1992年に、ガリが『平和への課題』
の中で、 PKO要貞確保の困難性に鑑み加盟各国に対し、どのような軍事要員、装備等を提供する用
意があるか回答を要請したことを契機に発足したものである。この制度は、加盟国がpKOに関し一
定期間内に提供可能な兵力その他の能力を国連との間で定めておくことで、国連事務局が事前に状
況を正確に把撞し、 pKOの編成計画、準備、運用を円滑に行なえることを目的とする。加盟由が提
供できる資源としては、軍事部隊、文民警察、軍事専門家、専門的要員、各種装備、資材その他の
能力が想定されている。但し事務総長からの具体的な派遣要請に対し、実際に要員等を派遣するか
どうかは、その都度、参加国が決定する　2005年4月段階で83の加盟国がこの制度への参加意志を
表明している2)。参加国はコミットメントの程度に応じ4つのレベルで本制度に登録する。レベル
1は提供可能な能力(capabilities)のリストを提出する段階にとどまるもので23カ国がこのカテゴ
リーにある。レベル2は派遣計画データシートを提出することで、提供可能な能力について、部隊
の自己充足度を含めより詳細な情報を提示するもので、 10カ国がこれに該当する。レベル3は待機
制度参加について国連と正式に覚書を交わす段階であり、 50カ国が署名している。最高水準のレベ
ル4は待機制度の緊急展開能力の向上を図るべく、 「緊急展開レベル」 (RapidDeploymentLevel)と
して、 2001年に新たに設けられたカテゴリーである。上記3レベルとは異なり安保理決議から30/
90日以内の要員派遣を約束するもので、 2005年4月段階、このカテゴリーに属する由はない3)0
この待機制度の強化を図る試みとして、デンマークの主導する「国連緊急即応待機旅団」 (UN
Stand-by Forces High Readiness Brigade: SHIRBRIG)がある4)。これは、待機取極に基づく4000-5000
名規模の部隊であり、国連憲章6章下のPKOに対し15日から30日以内に現地展開し、主力部隊到着
までのつなぎとして最長6ケ月間、駐留する。待機制度と同様に、加盟国が同部隊に参加するか否
かはケース・バイ・ケースで判断され、この旅団は待機時は母国に駐留し共通の基準に従って訓練
され、共通の運用規則、インターオペラビリティをもつものとされる。意思決定機関である運営委
員会(steering committee)の下に、デンマークに部隊編成後、司令部の中核となる常駐のプランニ
ング・スタッフ15名から成る計画室(planningelement)がおかれ、さらに平時には各国に本旅団と
して指定を受けた部隊が待機する形をとっている。想定される任務は、停戦合意と受入国同意を前
提とする予防的展開、停戦監視、兵力引き離し、人道支援等とされる0
この構想は国連待機制度強化について、 1994年にデンマーク政府と国連アナンPKO局長(当時)
2 ) http://www.un.Org/Depts/d/PKO/rapid/str.htm (21 December 2006)
3 ) United Nations ,Mi一itary Division Department of Peacekeeping Operations: United Nations Stand-by Arrangement System Military
Handbook、 2003. At http:/www.un.org,/Depts!dpko./rapid/ (21 December 2006)ちなみに安保理常任理事国のうち、イギリス、
フランス、ロシアはレベル3であるのに対し、アメリカと中国はレベル1である。レベル1は待機制度に関心はあるという
単なる意思表示に過ぎず、両国の関与の低さが象徴されている。
4 )以下、 SHIRBRIGのウェッブサイト参照　http://shirbrig.dk (21 December2006). SHIRBRIG構想の経緯、主唱国であるデンマ
ークの立場については、 Peter Viggo Jakobsen, "The Danish Approach to UN Peace Operations after the Cold War : A New Model in
the Making? , International Peacekeeping, Vol.5, No.3, Autumn 1998, pp.1 16-123.
96 国際公共政策研究 第12巻第1号
とが協議したことに端を発するもので、直接的には1995年にガリがF平和への課蓮:追禰』の中で
「展開戦略的予備兵力」 (strategic reserve for deployment)保有の必要性を訴えたことを受け、デンマ
ークが関心のある中小国を集めワーキング・グループを設置したことが契機となっている。これを
母体に1996年に、デンマーク、オーストリア、カナダ、オランダ、ノルウェー、ポーランド、スウ
ェーデンの7カ国で発足し、 2006年末現在、アルゼンチン、フィンランド、イタリア、アイルラン
ド、リトアニア、ポルトガル、ルーマニア、スロヴェニア、スペインを加えた16ヶ国で構成されて
いる。本構想は、冷戦期より国連待機軍を設置しPKO活動に実績をもつ北欧諸国が中心となって立
ち上げ、構想段階より国連事務局と密接な関係を有し設立されたシステムであり、部隊派遣には安
保理の決議が不可欠の前提とされていることに象徴されるように、国連の待機制度を補完、漁化す
る点において意義をもつ。
国連待機制度もSHIRBRIGも、国連の緊急展開能力を強化すべく、国連事務局と部隊派遣国の平
時からの協力関係を促進し、部隊等要員の質的水準を向上させる共にPKO要員確保の信頼性を高め
ようとする点で大きな意義があることは間違いない。しかしながら、両制度いづれも次のような限
界を有することも指摘しなければならない。
両制度に共通する最大の弱点は、参加国にとって部隊等の提供は義務ではなく自発性に基づく点
である。いかなる要員や装備等を提供するか否かの最終的な決定権は参加国政府にある。国連憲章
第43条の特別協定に基づく行動の場合は、特別協定で約束した範囲内で提供された要員等の使用は
.安保理の自由な裁量が許される。逆にいえば43条特別協定の場合、要員提供国の提供後の拒否権は
理論上、認められない訳であるが、待機制度の場合は部隊派遣国の拒否権が認められている5)。よ
って国連事務局は待機制度によって事前に示された要員、資材をそのまま前提としてPKO派遣計画
をたてることは困難である。ルワンダのケースがその典型例であり、待機制度に基づき国連ルワン
ダ支援団に部隊派遣可能としていた19ヶ国の中で、実際にガリ事務総長の呼びかけに応じてルワン
ダに部隊を派遣した国は1ヶ国もなかったのである。この事実を受けガリは、国連待機制度は有用
ではあるが、国連が緊急展開能力をもつことには程遠いと結論づけている6)0
ルワンダ以降、この待機制度はハイチ、アンゴラ、旧ユーゴスラヴイア等に対するPKOの派遣計t
画を練る際に有用であったといわれているが、東ティモール、シェラレオーネ、コンゴ等において
は部隊確保の困難性を解決するものではなかったと評価されている7)0
5)PatrickA.McCarthy;"BuildingaReliableRapidReactionCapabilityfortheUnitedNations",InternationalPeacekeeping,Vol.17,
N02,Summer2000.p.142.
6)BoutorosBoutoros-Ghali,SupplementtoAnAgenda/orPeace,1995,p.ll,para43.
7)H.PeterLangille,BridgingtheCommitment-CapacityGap'.丘肋gArrangementsandOptionsfarEnhancingUNR甲idDeployment,TheCenterforUnitedNations,ReformEducation,2002,pp.40-41,pl18.http:〟www.globalpolicy.org/security!醐reform,/2002/
11021angille.pdf(21December,2006).さらに待概制度が抱える問題点としては、予定通りに兵力が提供されたとしても、装
備をもたず兵士のみ派遣される場合や要員の訓練度が低い場合があること、通信、ロジスティクス、移動といった行動上、
重要な領域で数々の問題が生じていること等が指摘されているStephenKinlochPichat,AUNLegion:BetweenUtopiaand
Real軸FrankCass,2004、p.m.
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SHIRBRIGの場合も部隊派遣の決定権が派遣国にあることが、部隊派遣の遅れの最大の原因とな
っている　SHIRBRIGの下では部隊の30日以内の現地到着が目標とされているが、国連エチオピ
ア・エリトリア・ミッション(UNMEE)のケースでは国連の最初の部隊提供要請から実際の部隊
配備まで4ケ月以上かかったとされる。この遅れは司令部組織化や事前の訓練が不十分であったこ
とと共に国内の政治的意思決定に時間がかかったことが指摘されている8)。部隊の派遣にあたって
は議会の承認を得ることが必要な国が多く、派遣決定には時間を要する場合が生じることは避けら
れない。
両制度に共通するもう一つの弱点は、部隊派遣の対象が国連憲章第6章下のPKOに限定されてい
ることである。近年の国連ミッションは自衛を越える限定的な武力行使が容認される憲章第7章下
のPKOが主流を占めているという現実に照らすと、制度の有効性は大きく範囲が限定される。
SHIRBRIGも憲章第6章下の伝統的pKOであるUNMEEのあと、西アフリカ諸国経済共同体
(ECOWAS)のプランニングチーム、国連リベリア・ミッション(UNMIL)の司令部、国連スーダ
ンミッション(UNAMIS)の先畠隊、司令部に要員を派遣しているが、いずれも極めて小規模であ
り初期の目的からはほど遠いといわざるをえない。この点、最近、 sHIRBRIGの運営委員会では今
後、ケースバイケースで憲章6章を越える、 「より強化された国連行動」 (robustoperation)への参
加を検討することになった旨、明らかにされており9)、近い将来、この弱点が克服される可能性が
でてきた。しかしながら、他方でより危険なミッションへの参加に対し、国内政治的考慮から部隊
派遣に、より慎重な国が増加することも予想され、先行きは楽観できない。
以上要するに、両制度共に国連の緊急展開能力の強化に一定の有用性を有すものの、マッカーシ
ーが端的にいうように、 「自国の待機部隊派遣の最終的な決定権を派遣本国が有する限り、待機制
度の下では国連の緊急展開能力は信頼に足りうるものとはならない」10)と結論づけられる。待機制
度の下では、加盟国の部隊提供の確実性は、派遣される紛争状況の危険度が上昇するに従って逆に
低下することが予想される。
Ⅱ.常設軍構想(Standing UN Forces)
1990年代に入って、国連の緊急展開能力強化を求める声が国際的な広がりをみせる中、待機制度
と並び台頭してきたもうひとつの議論の潮流が常設軍の構想である。待機制度が主に常任理事国に
支持され現実化した選択肢であるのに対し、常設軍は常任理事国の外から提唱された未完のアイデ
アと位置付けられる。
8 ) Langill, op.cit., p.47.
9 ) SHIRBRIGのウェッブサイト参照　http://shirbrig.dk (21 December2006).この点を含め将来のSHIRBRIGの可能性を論じた我
が国の研究として、 -政祐行「国連pKO待機制度の現状とその展望-待機軍即応旅団(SHIRBRIG) -」 『外務省調査月報』
2002年、第3号、 104-116頁。
10) McCarthy, op.cit., p.147.
98 国際公共政策研究 第12巻第1号
常設軍と^は加盟国から派遣された要員で構成されるのではなく、国連が直接採用する個人ベース
の国際的志願兵で構成され、国連機関で訓練を受け、国連事務総長の直接の指揮下に編成される部
隊をいう。この常設軍のアイデアは国連憲章起草時から42, 43条に基づく憲章上の国連軍創設の文
脈で議論されて以来、正式に採用されることはなかったものの、その後、初代国連事務総長トリグ
ブ・リーのUNガード構想を始めとして、今日に至るまで形を変えながら様々に提案されてきてい
る11)従来の常設軍構想は侵略対処型のアイデアが主流であったが、ルワンダ危機以降は人道的危
機への対処を主目的とするものへと変化してきている。多くの提案があるが、紙数の制約上、代表
的な提案であるアークハート構想と国連加盟国による有力なアイデアとしてのオランダ政府のブリ
ゲ-ド構想、及び近年注目されている「国連緊急平和サービス構想」 (UNEPS)を中心に以下、常
設軍構想の内容を概観する。
近年最も著名な常設軍の構想はブライアン・アークハート元国連pKO担当事務次長のものであろ
う.アークハートは国連創設以来、一貫して国連の安全保障分野、特にPKOの設立と運営に国連事
務局のエキスパートとして深く関与してきており、国連の平和維持能力強化の観点から、かねてよ
り個人の志願兵で構成される小規模の国連ボランティア部隊の必要性を主張し、国際的な注目を集
めてきた。アークハートは1993年、ニュ「ヨークレヴュー誌上においてボスニア、ソマリアへの国
連の早期介入が不可能であったことへの反省から、リーのUNガード構想の現代版を提唱する12)
アークバークは、戦闘が行なわれている地域紛争の現場に、自国の安全保障上の利益が存在しない
にもかかわらず、自国の部隊を派遣することに加盟国が蒔躍することは理解しうるものだと考え、
それゆえに国連直属の小規模な部隊が必要だと主張する。アークハートの提案する「国連ボランテ
ィア部隊」とは、紛争の初期段階に事態の悪化を防ぐべく即座に展開することを目的とするもので、
低レベルではあるが不規則な武装集団の行動に巻き込まれる恐れのある危険な紛争に対処すべく、
必要とあらば紛争初期に武力衝突の循環を断ち切るためには武力の行使を辞さない、高度に訓練さ
れた国際的なボランティアから成る部隊だとされる。そして、その部隊は安保理の排他的な権威の
下におかれ、事務総長の指示の下に動く。ボランティア部隊は予防外交、伝統的pKO、湾岸多国籍
軍型の大規模な強制行動に取って代わるものではなく、国家間の紛争に対処するものではない。こ
のようなボランティア部隊の創設には時間がかかるため、過渡的対策として、加盟国の軍隊からボ
ランティア部隊への要員を採用するという方式も考えられる、とされる。
国連加盟国による常設軍構想として最も注目されるのは、オランダのメルロ外相が1994年の第49
回国連総会で、スレプレニッツアの虐殺をオランダのPKO部隊が防げなかったことへの反省から提
唱したファイア・ブリゲ-ド(FireBrigade)構想である。この外相提案を受け、オランダの外務・
ll)常設軍構想の系譜として, Kinloch, op.cit., esp.,pp.39-164が有益である0
12) Brian Urquhart, "For a UN Volunteer Military Force , The New York Review of Books, Vol. XL, No, ll, 10 June, 1993, pp.3-4.
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国防両省が試案として1995年に公表したのが常設の「国連早期展開旅団」 (U由Rapid Deployment
Brigade)構想である13)。同構想の狙いは、国連の緊急展開能力の向上にあり、 pKOの既存のシステ
ム、例えば待機部隊制度や、事務局pKO部門の強化、アフリカにおけるPKOに関する英仏提案等を
補完するものとして位置付けられる。この部隊は、安保理により設置され、実際の運用面は事務総
長に委託されると共に事務総長が任命する司令官の指揮に服する.想定され一る任務は　①緊急の危
機状態に対処するための予防展開　②安保理がpKOの派遣を決定してから実際にPKO部隊が紛争地
域に到着するまでの間のつなぎの役割　③市民の大量虐殺を防止するための平和強制行動　④人道
的な緊急事態-の限定された期間での救援活動、が想定され、強制行動をとる能力が必須と考えら
れている。そのために戦車部隊を伴った歩兵部隊で構成されるが、但し、湾岸多国籍軍型の大規模
な強制行動に対処しうるものではないとされる。空軍および海軍による輸送能力は加盟国に依存す
るが、部隊の要員は、国連事務局スタッフの採用と同様に、国連に個人ベースで採用されるもので
又、この旅団は憲章43条に該当するものではなく、旅団創設のた捌こ憲章を改正する必要もないと
されている。旅団の兵員規模は5000人程度とされ、年間予算は3億8千万ドルと見積もられてい
る。
同じ時期、このオランダ提案と同趣旨の常設軍構想が国連改革を求める2つの有力な国際独立委
員会からも公表されている。一つはワイツゼッカー前ドイツ大統領らが共同議長を務める「国連の
将来を考える作業部会」 (independent Working group on the Future of the United Nations)であり、国
連憲章第40条に基づく1万人規模の「緊急対応軍」 (UNRapidReactionForce) 14)が提言され、他方、
賢人会議であるグローバル・ガヴァナンス委員会も同じく1万人を規模の「国連ボランティア部隊」
(UNVolunteerForces)の創設を提言し15)、常設軍創設への国際的関心を喚起している。
近年の常設軍構想の中では、カナダと米国の研究者グループの「国連緊急平和サービス」 (UN
Emergency Peace Service)提案16'とメンドロヴイツツらのConstabulary構想17)が特徴的である。前者
は近年発生する人道危機を念旗に国連には、 ①武力紛争および人権と生存に対する深刻な脅威を取
り除くための行動　②ヒューマン・ニーズに答えるための緊急サービスの提供　③高いプロフェッ
ショナリズムに裏打ちされた法と秩序の維持　④現地の人々への将来の社会に対する希望を抱かす
るべく平和構築活動の開始、の諸点が求められるとして、以下の如くの多機能で包括的な専門能力
を保有する常設軍の設立が必要だと主張する。 ①国連の指定地城に常設され、移動型現地司令部を
もち、緊急事態に即座に対応できる体制をくむ　②アドホック型の部隊編成に伴う要員派遣の遅れ
13) The Netherlands non-paper, A UN Rapid Deployment Brigade: A Preliminary Study, The Hague, January 1995.
14) The Independent Working Group on the Future of the United Nations, The United Nations in its Second Half-Century, Ford Foundation,
1995,pp.21-23.
15) Commission on Global Governance, Our Global Nelghboood, Oxford Univ. Press, 1995. pp.111-112.
16) Robert C. Johansen, Report on the Discussion of A United Nations Emergency Peace Service, http://www.globalactionpw.org/uneps/
UNEPS%20Cuenca%20Conference%20Report.PDF (21 December 2006) , Langille, op.cit., pp.89-100.
17) Saul Mendlovitze and John Fousek, "A UN Constabulary to Enforce the Law on Genocide and Crimes Against Humanity", Neal Riemer
eds, Protection against Genocide -Mission lnpossible?, Praeger, 2002. pp.105-122.
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や、自国兵士の危機地域への派遣に対する加盟国の消極的姿勢を回避すべく世界各国からの志願兵
を直接、採用する　③部隊が装備や技術、組織の一体性を欠くことのないよう要員の選抜を慎重に
行い、高い錬度の維持強化を図る　④多様な国連の行動において多機能の任務を遂行すべく単一の
指揮構造の下、幅広い専門的技術を保有する　⑤各種文民の専門家、警察官、法務官、軍人、救援
専門家などで構成される1万人から1万5千人の統合型組織。
同様の構想はハイレベル委貞会の委員の一人であるインドのサティシュ・ナンビアール元
UNPROFOR司令官からも提起され注目されている18)。
後者は任務をジェノサイドと人道上の犯罪への対処に特化している点において他の常設軍構想と
異なる。国際刑事裁判所ローマ規定に体現される国際刑事法に適応した「国際的警察軍」を志向す
るもので、侵略対処型の国連軍事組織でもなく、アフガニスタンやニカラガのケースのように、ジ
ェノサイドも人道上の犯罪も生じていないようなタイプの内戦には投入されないもの、とされる。
組織は他の常設軍構想と同じく、国際公務員として個人ベースで直接、国連に採用されるトランス
ナショナルな性格をもつもので、 1万人から1万5千人の規模が望ましいとされる。同様の構想が
米国国防情報局の元軍事アナリストのヘンドリックスからも提案されている19)
以上に概観したように、各種の常設軍構想は想定する任務については予防展開、停戦監視から人
道支援要員の安全確保、危機下の市民の安全地域確保、平和構築の初期活動まで幅があり、想定さ
れる部隊規模、構成要員も必ずしも一致していないが、 (9国連が直接採用する個人ベースの志願兵
で構成される②安保理によって設立され、実際の運用は事務総長の指示を受けて行動する(9国連ミ
ッションに適応した質の高い印練を受ける④後継の本格的なpKO部隊到着までのつなぎの役目を果
たす(9人道危機対処が中心であり侵略対応型の強制行動は想定しない、といった諸点において共通
の要素をもっている。
Ⅱ.常設軍構想に対する批判と有用性
(1)批判
以上のような常改革の構想に対しては、これまで様々な批判が加えられてきた20'。それらの批判
の諸点は全ての常設軍の構想に当てはまる訳ではないが、オランダ提案、アークハート構想を念頭
に常設軍構想に対する各種批判を整理すると、常設軍が有効に作動するか否かという実効性の観点
によるものと、政治的、政策的に望ましいか否かという観点によるものに大別することが出来る。
18) Address By LT.Gen (Retd) satish Nambiar On United Nations Reform At The Institute of Foreign Affairs,Kathmandu 22, August,
2005, http:〟www.ifa.org.np/new化㈱k8.php. (May 27 2007)
19) John G. Heidenrich, How to Prevent Genocide: A Guide for Policymakers, Scholarssand the Concerned Citizen, Praeger, 2001, pp.233 -
250.
20)これらの批判を紹介し検討するものとして、 Stephen Kinloch, "Utopian or Pragmatic? A UN Permanent Military Volunteer
Force , International Peacekeeping, Vol.3, No.4, Winter 1996, ppl74-181, Langille, op.cit., pp.64-84.
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前者の実効性という観点からの批判の具体的内容は次の4点に集約できる。
第1は、国連が直接採用する志願兵で構成される常設軍は、軍事的意味において効果的に作動し
ないとする批判である。例えば米国の元ソマリア大便のオークレイは、ソマリアでの経験を基に紛
争地域における実際の軍事活動には、米国海兵隊の如く統一された訓練や規律、指揮・統制、軍事
ドクトリン等の面で高い水準が必要となるが、常設軍がこれらの能力を保有するた捌こは従来の国
連の思考様式を根本的に改めることが必要であり事実上、不可能に近いと問題点を指摘する21)
第2は、第1点と関連し、常設軍は、各国の国防軍と切り離す形で設立される場合、平時にどこ
に駐屯させるか、軍事要員をどのように採用するのか、指揮能力、通信能力を誰が提供するのか、
訓練を誰が行なうのか等、運用面での現実的問題が明らかでない、とする批判である㌶)0
第3は常設軍の規模に関するもので、オーストラリアのエバンス元外相は、アークハ←トが5000
人規模の常設軍の早期展開を提案していることに対し、 5000人の要員配備を考えた場合、交替、支
援部隊を含め実際には15000名規模の兵力が必要となること、強制行動を緒わなかったカンボジア
UNTACの場合でも16000名の兵力が必要であったことから、 5000名規模では、強制力を伴うオペレ
ーションは現実には不可能であると、批判する23)
第4は、常設軍の維持、運用に伴う財政コストに関する批判である。例えば、米国のハミルトン
上院外交問題委員長は＼ pKOの展開が目一杯に拡大し、国連分担金の未払いが約20億ドルある国連
の財政危機の現状において、常設軍を創設するための追加の財政支出を各国は到底受け入れられな
いと主張する24)
後者の政治的、政策的観点からの批判は以下の4点に集約できる。
第1は、ガリが指摘するように、国連が自らの裁量の下に軍事力を常備することを加盟国が容認
しない、という点である。アダム・ロバーツも、 「常設軍の提案は、各国政府は国連に対し独立し
た軍事能力の保有を認め、それに財政的支援を与えることに抵抗する、という-従来から捷起される
問題に直面する」と述べ、ガリと同様の問題点を指摘している25)
エヴァンスはより明瞭に、特に常任理事国5カ国は事務総長のコントロール下に一定の兵力をお
くことに極めて警戒的であると主張する26)国連憲章策定時において、米、英両国が最終的に常設
軍構想を放棄した理由も、常設軍が加盟国の主権を脅かすのではないかが懸念された点にあったこ
とが想起される㌘)0
政治的観点からの第2の批判は、常設軍に限らず国連の平和活動の本質に関わる根本的な問題点
21) Robert Oakley, "A U.N Volunteer Force-The Prospects , The New YorkReview of Books, 15 July 1993, p.52.
22) Alex Morrison, "The Fiction of A U.N.Standing Army , The Fletcher Forum, Winte〟Sprig 1994, p95, 0lusegum Obsanjo, "A UN
Volunteer Force-The Prospects , The New York Review of Books, 15 July, 1993, p.54.
23) Ga陀仙畠vans, cooperating for Peace: The Global Agenda for the 1990s and Beyond, Allen and Unwin, 1993, pp.164-165.
24) Hon.Lee Hamilton, "A UN Volunteer Military Force-Four Views", The New YorkReview of Books, June 24, 1993, p.58.
25) Adam Roberts, "The Crisis in UN Peacekeeping" survival, Vol.36, No.3, 1994, p.116」司様の指摘として、 Robert Siekmann,
"political and legal aspects of a directly recruited permanent UN force', International Peacekeeping, June-July 1995, p.92.
26) Gareth Evans, "A UN Volunteer Military Force-Four Views" , ThほNew York Review of Books, June 24, 1993, p.58.
27) Robert C. Hilderbland, Dumbarton Oaks, The Origin of the United Nations and the Searchi for Postwar Security, University of North
Carolina Press, 1990, pp.140-141.
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の指摘であり、国連はたとえ小規模であっても自衛の場合を越え国連自らが強制行動をとることは
適切ではない、という批判である28)元国連政治問題担当事務次長補のピッコは、国連の事務局は、
本質的に軍事力の行使を管理するには不適当な組織であり、事務局が武力行使の決定に加われば、
調停者に必要とされる第3着的立場を維持できなくなると述べており、この見解を代表している29)。
第3は、常設軍の創設は安保理の紛争介入の頻度を増すことになり、国連のオーバーコミットメ
ントの問題をより一層深刻にするとの批判である。この点を重視するロバーツはpKO派遣の選別的
な規準の設定が必要であると述べると共に、アフリカに多発する内戦や破綻国家型紛争は①即効性
のある軍事的介入ではなく、より長期の関与が求められる、 ②信託統治のような重い行政的責任を
担う必要性をもたらす、 ③これらの問題は人道的観点から介入する国々の利益に合致しない、とし
て国連の早期介入そのものがもつ問題点を指摘している30)
第4の批判は、発展途上国とって常設軍の創設は大国の介入を許す手段とみなされる、とするも
のである。この指摘は上記オランダのブリゲ-ド構想に対し、非同盟諸国の多くが安保理の新たな
権力行使につながることを警戒し支持を与えなかっtz3 、といわれることを裏打ちするものと思わ
れる。
(2)有用性
以上の常設軍構想批判を踏まえた上で、次にあらためてその有用性を考えてみる。
上述した常設軍構想については、待機制度と比較した場合の共通する有用性として、以下の3点
を指摘することができる。 ①一般的には3-6ケ月かかる部隊派遣が1週間から2週間、構想によ
っては48時間以内と大幅に短縮され迅速な部隊展開が可能となる　②混成部隊でなく統合指揮下の
統一された部隊であるゆえ、幅広い任務に適した錬度の高い、かつモラルの高い部隊能力を維持、
発展できる　③加盟国の派遣部隊に依存しないため、危険度が高く、かつ国益の係らない紛争に自
国部隊を派遣したがらないという主権国家の行動上の制約を乗り越えることができる。待機制度と
の比較優位性において、 ②は評価の分かれるところであるが、 ①の根拠となる③の加盟国拠出部隊
依存を排除する点にこそ常設軍構想の最大の特徴がある。この点を部隊派遣と国益という観点から
敷宿してみよう。
内戦は、戦闘員のみならず一般市民を巻き込み、大量の市民の命が犠牲になる。戦闘行動を停止
28) John Geard Ruggie, "No, the World doesn't Need a United Nations Army", International Herald Tribune, 26-27, 1992,トーマス・ウ
イ-スも、国連は自らを弓紺j行動から距離をおくべきだと主張しており、その理由として、 ①加盟国は、国連事務総長に憲
章第7章下の強制行動をとるための軍事的手段を与えることに否定的であること　②国連事務総長の強みは、中立性にある
こと、の2点をあげている　Thomas G. Weiss, "uN military operations in the 1990's: Lessons from the recent past and directions
for the near future , Muthiah Alagappa and Takashi lnoguchi eds. International Security Management and the United Nations, The
United Nations Univ. 1999, p.417.
29) Pico, G., "The UN and the Use ofForce. Leave the Secretary-General Out of lt", Foreign Affairs, Vol.73, No.5, 1994, pp.14-18.
30) Adam Roberts, "Proposals for UN Standing Forces: History, Tasks and Obstacles", David cox and Albert Legault, Eds., UN Rapid
Reaction Capabilities: Requirements and Prospects, Cornwallis, The Canadian Peacekeeping Press, 1995, pp.60-61.
31) Kinloch (n.20 above),p.182.
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させ、多大な人権侵害を食い止めるために、あるいは人道支援物質の供給の安全確保を図るために
は、一定の軍事力の存在が不可欠となる。緒方貞子元国連難民高等弁務官も、 「紛争の中には、十
分に訓練され装備を伴った地上軍の現実の配備によってのみ、解決がもたらされるものもある」と
述べ32)、人道的観点から内戦に対処するための軍事力の必要性を認めている.それゆえ内戦下の一
般市民の生命と人権を守ろうとするのであれば、最小限の軍事力を誰かが提供しなくてはならない
ことになる。今日、明らかなことは、各国政府は自国の利益が直接、係わっていない紛争、とりわ
け内戦の初期段階に軍事介入することに極めて消極的になってきているということである。ジョセ
フ・ナイは、情報化時代における米国の国益の再定義の必要性を主張する文脈において、 「人道上
の利益が強固な国益に補強されている地域以外においては、一般的には米国は軍事力の行使を差し
控えるべきだ」と主張している33)。人道上の理由のみによる米国の部隊派遣はなすべきでないとの
主張である。その背景には、ソマリアへの介入の事例で明ちかになったように、米国社会は、紛争
に介入することにより犠牲者が出ることに極めて敏感な社会になっているという状況を指摘するこ
とができる34)イラク戦争がこの間題に今後どのような影響を与えるのか現段階、不透明ではある
が、この現象は米国のみに特異な現象ではなく、程度の差こそあれ民主主義国家一般に共通して見
られる現象と思われる。介入の対象となる紛争が伝統的pKOによる対処では不十分なものであり一
定の強制力が必要となる場合には、自国兵の戦死者が出る危険が高まるがゆえに、各国の部隊派遣
には国内埠治上、歯止めがかかる.この傾向はpKOのように国連の指揮下に自国軍を置こうとする
場合には一層、強まる。
繰り返しになるが、この点において前述の国連待機部隊は、いくら現行の制度化を推し進め、参
加国を拡大しえたとしても、それが各国の自発性を前提とする限り限界があるといわざる牽得ない。
仮に部隊の派遣がなされるとしても、国内の意志決定は多くの場合、議会の承認を必要とすること
から時間がかかり、結果として国連要員の緊急展開が行いえなくなり、紛争への有効な対処がなし
えなくなる。一般的に最も重要だとされる停戦合意から6-12週間の間に実効性ある一定規模の部
隊を確実に派遣するためには、派遣各国からの提供部隊に依存しない形のアークハートが提唱する
ような志願兵で構成される常設の国連直属部隊が必要となってくる。
このような常設軍設立については、前述の如く、特に軍事的な意味での実効性の観点から、指
揮・統制システム、訓練、装備等の面で困難を抱えることは確かである。しかしながら、このこと
は将来にわたり常設軍設立を妨げる、動かすことが絶対不可能な障害とはならないのではないか。
国連に小規模の強制行動を行なう能力を付与するか否かは、あくまでも加盟国の政治的意志に依存
する。前述の如く常設軍構想に反対する政治的理由として上げられる、国連事務総長の裁量下の軍
事力保持に対する加盟国の反対論も、例えば常設軍は緊急時の人命救助を主たる目的とする小規模
32) Sadako Ogata, "Enabling People to Live in Security" Keynote Speech at the International Symposium on Human Security, Tokyo, 28
July, 2000.
33) Joseph S. Nye, Jr., `'Redefining the National Interest", Foreign Affairs, May / June, 1999, p.32.
34) Edward N. Luttwak, 'where are the Great Powers?", Foreign Affairs, July / August, 1994, pp.23-28.
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なものであり、かつ、その派遣にあたっては、事務総長ではなく安保理が意志決定の主体であるこ
とをしっかり制度化するものであれば、今後、弱まっていく可能性もありうるであろう。かつてボ
ウエットが述べたように、将来、常設軍が国際の平和と安全に何らかの貢献ができることを加盟国
が、一旦認めたならば、前述の財政的理由からの反対論も転換していくことも予想できよう35)。常
設軍反対論、消極論の有力な根拠として上げられる財政負担についてみれば、ヨハンセンらの試算
では10000人-15000人規模の常設軍構想の場合、費用は立ち上げ費用に20億ドル、年間の運営費が
9億ドルの計30億ドル弱であり、この額は国連予算の通常分担率に従えばアメリカの場合は市民-
人当たりで2ドル、先進国の場合、同1-2ドル、発展途上国の場合、同10セント以下の負担に過
ぎないという36)カーネギー財団の研究グループによれば、 1990年代の7つの主要な紛争に国際社
会が費やした費用は2000億ドルに上るが、迅速かつ効果的な介入が成功していれば1300億ドルの節
約が可能であったという37)常設軍支持者が説くように費用対効果でみて、常設軍は効率的という
ことができる。
より本質的な批判のポイントである、国連は小規模であっても強制行動をとるべきではないとい
う点については、一定の説得力をもつものの、ルワンダのようなジェノサイドを今後も、国連が看
過する姿勢をとり続けるのであれば、国連それ自身の存在意義が道義的、倫理的観点のみならず政
治的にも根本から問われることになろう。ピッコが指摘するように、国連事務局は紛争の調停者の
立場から中立を守るため、強制行動から距離を置くことは一見確かに望ましいと思われるし、ロバ
ーツのいうように選択的関与はやむをえない場合も現実には生じるであろう38)しかしながら、
『保護する責任』報告書が説くように主権国家が自国民の保護の能力や意思をもたない場合、人々
を保護する責任は国際社会にあるとの規範が淵)急速に広まりつつあることを考えると、主権国家に
よる部隊派遣が容易になされない現状においては、国連自らに一定限度の警察的機能を保有させる
ことが、あるべき政策の方向性として正しいのではないか。国際的規範が変化する中、いわゆる人
道的介入論については依然、国家主権との関係で国際法上の議論は残るであろうが、趨勢として展
望すれば、上に見た常設軍批判の政治論的根拠である強制行動反対論も選択的関与論も説得力を維
持することは次第に困難になるのではないだろうか。発展途上国の警戒する常設軍設立が安保理の
内政干渉に繋がるという議論についても、派遣される常設軍は受入国の同意を極力、尊重し、かつ
米加研究グループ案がいうように受入れ国の歓迎する紛争後の平和構築の初期機能をもたせるとい
った工夫を凝らすことによって40)、弱めていくことが今後十分可能なように思われる。
ナイが説くように今後も国益の認められない危険度の高い紛争に対して加盟国が直接関与しない
35) D.W. Bowett, United Nations Forces: A Legal Study of United Nations Practice, Stevens and Sons, 1964、 p.325.
36) Johansen, op. cit., p.8.
37) International Commission on Intervention and State Sovereignty, The Responsibility to Protect, International Development Research
Center, 2001, p.20.
38) 「不介入」という選択を理論的に説明する場合、その根拠に注目し「反介入主義」と「非介入主義」に区分するべきだとす
る研究に、星野俊也「人道危機と国際介入」広島市立大学広島平和研究所編F人道危機と国際介入』、 2003年、 14-16頁。
39) International Commission on Intervention and State Sovereignty, op.cit, pp.ll-18.
40) Johansen, op. cit., pp.9-ll.
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傾向が強まるのであれば、国連自らが安保理の承認の下、緊急展開を目的とする限定的な部隊の組
織化を図ることが必要となる。その場合の軍事行動はあくまでも警察的な中立性を厳格に保ったも
のでなくてはならない。そのためには紛争当事者の一方の側に味方するのではなく、安保理決議の
遵守に抵抗する紛争当事者すべてに対し、その遵守を強制することを目的とする新たなドクトリン
を確立することが急務である41)。
このように常設軍構想は長期的観点から、人道上の緊急事態に対処する国連の政策的に望ましい
かつ現実的な政策オプションとして意義付けることができる。
Ⅳ.人道危横への国連の対処方式の方向性
前節までの議論で、常設軍構想は緊急展開能力の強化を図るために、待機制度を補完する望まし
い実現可能な選択肢であることが分かった。しかしながら、現状において直ちに常設軍創設に向け
て加盟国の政治的意思が大きく変化する環境にないこともまた事実といわねばならない。 1990年代
後半以降の緊急展開能力強化をめぐる国連の議論を概観すると、カナダ政府のヴァンガード構想42)
を軸に「緊急展開司令部」構想(Rapidly Deployable Mission Headquarters)につき、ガリ事務総長の
賛同の下、国連事務局内で設立が具体的に検討され、設立の機運が高まったものの、発展途上国の
支持が弱かったこと43)、及び財政的手当ての問題が解決できずに44)、結局、挫折する。その後は、
ブラヒミ報告をベースに、待機制度への加盟国の協力強化を求めることを基本におき、軍事将校や
文民警察官の即応リスト整備等、加盟国のマンパワーを借りることによって事務局に司令部的機能
を付与することを中心とする事務局制度改革に力点が置かれる45)。併せて、ハイレベル委員会報告
が示すように、 PKOの地域機構への外部委託イヒの方向性が明瞭になってくる。
このような流れにあって、今後も常設軍が設立されず、人道危機に際し加盟国が国連指揮下の行
動に自国部隊の派遣を蒔謄する傾向が続いた場合、今後、国連は人道危機に直面した場合、どのよ
うな選択肢をとるのであろうか。冷戦後の国連行動を広くみた場合、これまでのプラクティスの延
長線上から、次の3つの方式への依存が強まるものと思われる。
41)この新たなドクトリンについては例えば、 Donald C.F. Daniel and Bradd. C. Hayes, Coercive Inducement and the Containment of
lnternational Crises, United State Institute of Peace Press, 2000,が有益である0
42)この構想によれば、紛争地域への国連部隊の派遣が安保理で決定されれば、 Bl連部隊の立ち上げの効率化、迅速化を図るた
めに30人から50人の要員で構成される現地司令部.operationaトIevel headquarters)を7日以内に派遣することになる。この
現地司令部は、国連部隊の緊急展開のために不可欠のプランニングと事前配備の役割を担い、軍人、文民警察、人道支援専
門家、人権・法律専門家等で構成され、国連事務局の一角を成す常設組織として位置付けられる。この現地司令部が、国連
待機制度に基づき各国が派遣する5000人規模の部隊を3週間から5週間以内に配備し、これらがヴァンガード(前衛)を構
成する、という構想である　Government of Canada, Towards a Rapid Reaction Capability- ; Report of the Go¥,eminent of Canada,
Ottawa, 1995, esp. pp.50-54.このカナダ報告書は常設軍創設に向けた段階的アプローチを提唱しており極めて有意義である。
カナダのヴァンガード構想の概要をいち早く日本に紹介した研究に、神余隆博「国連平和維持活動の可能性と限界」 『季刊
国連』第4号、 1996年、 14-15頁。
43) McCarthy, op.cit., pp. 147-148.
44) William J. Durch, Victoria ・L. Holt, Caroline R. Earle, Moria K. Shanahan, The Brahimi Report and the Future of UN Pece Operations,
Henry L. Stimson Center, 2003, p.75.
45)プラヒミ報告の履行状況の詳細なレビューとして、 Durch,op.cit.,esp.,pp.117-121.
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第1は、安保理が憲章第7章を援用し強制行動の権限を複数の加盟国に授権する、いわゆる多国
籍軍方式である。このタイプの強制行動は、国連憲章の予定したスキームではないが、湾岸戦争以
降15例(冷戦期はいわゆる朝鮮国連軍1例)と実行を重ねることによってPKOと並ぶ国連平和活動
の柱として定着したといってよい46)実効的な軍事行動に必要な情報交換、作戦行動に伴う緊密な
調整、円滑な意思決定といった軍事遂行能力は、国連指揮下の行動よりも武力行使の授権を受けた
一国あるいは同盟組織の方が優れており、 43条特別協定不在の現状では国連が軍事的強制行動をと
る事実上、唯一の方策といえる。
しかしながら、ガリが『平和への課題:迫補』で指摘したとおり、権限付与時には想定しなかっ
た武力行使を、授権を受けた国が正統性を主張する危険性をもつ47)朝鮮戦争、湾岸危機、ハイチ
におけるアメリカ、あるいはアルバニア紛争におけるイタリア、東ティモールの豪州のケースのよ
うに部隊派遣国の利益が絡む紛争には編成されるが、ルワンダ.ソマリア、コノンゴのような利益の
小さいところでは編成されないという問題点を有す48)
第2は地域機関へのPKO等の平和活動の委託である。冷戦後、国連はpKO、紛争予防、平和支援
活動等の面でNATO,EU、 OSCE, OAS, AU、 ECOWAS等の地域機関との連携を深めてきた。旧ユー
ゴ紛争におけるNATO,ザイールにおけるECOWAS、アフガニスタン、コンゴ、マケドニアにおけ
るEUの事例等がある。近年のAUの紛争介入能力の強化の動き、 G8アフリカ行動計画等にみられ
るように、地域機構の活用は国連レベルのPKOを補完し、 pKO部隊を派遣しうる国々の拡大、部隊
の能力強化に役立つものとして今後益々、押し進められていくであろう。地域紛争の解決には、地
理的近接性ゆえ利害をもつ近隣国が関与するケースが多い。国連が万能でない限り正しい方向であ
るものの、この方式も問題点を抱える。 NATOは平和活動任務達成に実効性ある軍事力をもつが、
しかし、欧州諸国の緊急展開軍の今後の活動が期待されるものの現段階、兵力の主体は米軍である。
アルバニアにNATOが介入しなかったことに見られるように、米国の利益が絡まない限りNATOは
欧州内の危機であっても介入しないことが予想される49)またNATO以外の地域機構には実効憶あ
る軍事力を親戚化する能力をもつものがない。活動実績のあるECOWASであっても部隊の能力、
ロジ、財政的に制約が多レiとされる。ラテンアメリカ、アジアの代表的地域機構であるOAS、
ASEANもそのような軍事的能力をもたない。さらにいえば、地域機関の主導国の国益追求の手段
となる危険性も払拭できないし、それゆえ国連の行動としての中立性の確保にも問題を抱える。そ
もそも地域機構も多国籍軍同様に部隊派遣については加盟国の十分な合意がなければ実施不可能で
蝣31*.
46) 15のケースのリストとして、 David M. Malone.ed., The UNSecurity Council: From the Cold War to the 21'・ Century, Lynne Rienner,
2004, apendix2, pp.665-668.
47)国連の直接指揮下の行動でないので、国連行動とみるかどうかは安保理の政治的コントロールがキーになる。この点につい
てはDanesh Sarooshi, The United Nations and the Development of Collective Security of its Chapter W powers, Clarendon Press,
Oxford, 1999,が詳しい。
48) Gary Wilson, "UN Authorized Enforcement; Regional Organizations versus Coalition of the Willing" , International Peacekeeping,
Vol. 10, No.2, 2003, pp.93-94.
49) Heidenrich, op.cit., t>p.207-208.
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第3に、多国籍軍方式、地域機関へのPKO委託とならんで無視できないのが民間軍事会社
(Private Military Companies)への任務委託である。実際に国連要員やNGOスタッフの警護、物資輸
送等の兵端支援、情報提供等の任務を民間軍事会社が請け負っている例は多い。例えば1998年、代
表的な民間軍事会社のサンドライン社はECOMOG多国籍軍を兵端、空輸、情報面で支援したとさ
れる。民間軍事会社は、各国の政府派遣兵士の場合と比べ、犠牲者が出ても国内政治上の問題を引
き起こさないこと、迅速に派遣できること、コストが低いこと等が利点として指摘される50)。国連
のマンデートを受けた任務を遂行すべく、多くのNGO、ボランティア・グループに複数の民間軍事
会社が組んで緊急展開グループを編成すれば事実上の国連リージョンになるとの見解もある51)文
民警察官の役割の多くを肩代りすることも可能であろうし、援助要員等の文民やPKO要員の安全確
保を担うことも今後益々、機会が増えるであろう。人道的危機に対し待機制度で部隊の確保が困難
な事態が続けば、予想される事態の一つとして国連が雇用した民間軍事会社が主体となって介入し
事態が安定した後に通常の国連部隊が任務を引き継ぐといった案も決して絵空事とはいえない。実
際、この案は過去に東ザイール問題を巡って国連pKO局と米国国家安全保障委員会内部で検討され
たともいわれる52)しかしながら、ベラミーが指摘するように、このような「pKOの民営化」には
①国際の平和と安全を維持するという諸国家の責任放棄を意味する②軍事能力や武器等装備の世界
的拡散につながる、という深刻な問題を抱える53)
このように多国籍軍方式、地域機関へのPKO委託、民間間軍事会社活用策のいづれも固有の限界
を抱えて~いるo一定限度以上の民間軍事会社への委託は、国連として望ましくなく、多国籍軍は実
効性はあっても、頻繁な設立は見込めない。地域機関はNATOを除けば固有の軍事力を組織化する
には至っていない。国際社会が人道危機に対処すべく、部隊の緊急展開能力をもつための重層的活
動の隙間を埋めるのが、国連指揮下の常設軍構想である。様々な常設軍構想支持者が一致して主張
するように、常設軍構想は基本となるpKO待機制度の拡充、 sHIRBRIGの強化、国連事務局の制度
的改革、多国籍軍の安保理による政治的コントロールの制度化、 EUやAUを始めとする地域機関の
平和活動実施能力の強化といった既存の様々_な活動を補尭しようとするものである。人道危機対処
を主目的とする常設軍創設は国連が組織全体として緊急展開能力を強化するための不可欠の要素と
いえる。
50) Ibid., pp.245-246.
51) Ibid.,p.247.
52) Alex J. Bellamy and Paul Williams, "Conclusion: What Future for Peace Operations? Brahimi and Beyond", ∫nternational
Peacekeeping, Vol. ll, No. l, Spring 2004, pp. 191-192.
53) Ibid.,p.W3.
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以上述べてきた様に人道危機対処を主目的とする常設軍創設の意義は極めて大きいが、実現可能
性を考えた場合、その鍵となる加盟国の政治的意思が不十分である点にこそ問題の本質がある。
ハイレベル委員会で常設軍創設の必要性を強く主張したナンビアールが鋭く喝破している。 「先
進国の中で最も力のある国々が常設軍創設案に消極的な姿勢をとる主たる理由は、国連自らにこの
ような能力を付与すれば自分達の当該事象に対する影響力が削がれることを彼らが望まないから
である」54)
近年、国連の強化に最も強く反対の姿勢をとっているのは米国である。しかしながら、ヘンドリ
ックスによれば、米国の戦後の国連政策をみれば必ずしも常設軍構想に一貫して反対しているので
はなく55)、将来、創設支持に立場を変えることも予想される.米国議会では2005年度と2007年度の
2回、採択されてはいないものの米国政府に対し上述の国連緊急平和サービス、 (UNEPS)の創設を
求める決議案が提出されており56)、また常設軍創設を支持する米国国民は72パーセントに上るとの
世論調査も公表されている57)。破綻国家の放置はテロの温床に繋がり米国の安全保障上の脅威にな
るという認識が広まるに伴い、将来米国政府がテロ予防の観点から何等かの常箪軍創設に踏み出す
可能性はゼロではない。
冷戦が終わり、国際の平和の定義は、従来の国家間の武力衝突不在の状況から、いわゆる人間の
安全保障に移行しつつある。それに伴い国連に期待される任務は急速に拡大、複雑化してきている。
他方、自国部隊の人道危機-の派遣が容易に進まないことに象徴され畠ように各国の国益観は狭い
範囲に留まっている。ここに国連を中心に国際社会が共同で対処しなければならない課題と加盟国
の行動を支える国益観との間にギャップが存在する。
しかし国益観に変化の兆しもみられる。 EUの「人間の安全保障部隊」創設の知的イニシアティ
ブをとるカルドアは、テロリズムや麻薬取引、国際犯罪が容易く国境を越え世界に拡散する状況を
とらえ、 「欧州の安全は深刻な不安全状況の中で生きることを余儀なくされている人々が催界にい
る限り達成できない」と述べこれまでの安全保障観の転換の必要性を説得力をもって論じている58)。
欧州は試行錯誤しつつも「啓蒙された国益」 (enlightened self - interest)を行動の指針に国益観を
徐々に変えようとしているようにみえる。
54) Nambiar, op.cit., p.7,同趣旨の指摘として、 Brian Urquhart, "Who Can Police the Wor一d?", The New York Review of Books, vol.XLI,
no.9, May12, 1994, p.29.
55) Heidenrich, op.cit., pp.213-232.
56) httpmhomas.loc.gov/cgi-bin/query/z?clO9:H.RES. 180, http://thomas.loc.gOv/cgi-bin/query/z7cllO:H.RES.213. (May 27 2007).
57) The Chicago Council on Global Affairs, World Public Opinion Orgリ"World Publics Favor New Powers for the UN , May 09,2007,
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翻って日本も、世界の平和と安定の概念が大きく変化する状況に適応していくためは、僅界の安
全と日本の安全は連動しているという認識に立ち、従来の国益観を長期的観点から見直していく時
期にきている。そのような観点から、例えばオランダのブリゲ-ド構想やカナダのヴァンガード構
想のようなアイデアを積極的に支持し、あるいは日本独自のアイデアを提起していくべきであろう。
待機制度についても日本は現段階、未登録であるが伝統的pKOの枠内であれば基本的には憲法上の
問題も生じないゆえ、積極的に登録を検討すべきであろう。意章7章下のPKOへの参加は武力行使
の点を巡って憲法解釈上の疑義があるゆえ十分な国内的検討を重ねたうえで態度を決めるべきであ
るが、緊急展開司令部への要員の派遣は政府の憲法解釈との整合性をとることは可能である。常設
軍構想についても憲法上の問題は基本的に生じないが、過去に宮沢提案59)があるものの、政府内部
で実際の政策として本格的に検討された形跡は戦後、一度もない。国家の安全保障から人間の安全
保障に向け安全保障観の転換が求められる今、国連平和活動の最重要問題として、大規模な人道危
機にさらされた無事の人々を一刻も早く、一人でも多.く助けだすにはどうすればよいのか。緊急展
開のための常設軍構想は国際社会のみなならず我が国にも重要な問題を投げかけている。
59)宮沢喜一「国連常設軍の創設と全面軍縮」 『月刊ASAHI』 1991年5月、 50-53頁。
